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研究成果の概要（和文）：本研究では、（ａ）幼稚園、保育所、幼保連携型認定こども園の災害マニュアル、（ｂ）そ
れらの施設の災害対策に関する保育や教育、（ｃ）幼稚園教諭と保育士の養成教育における災害に関する教育内容につ
いて調べた。その結果、次のことが明らかになった。(１)地震災害に対するマニュアルは他の災害に対するマニュアル
よりも準備されていた。（２）マニュアルはそれほど完全なものではなく、情報収集が必要であった。（３）施設によ
っては、災害対策として独自のカリキュラムを作っていた。（４）養成教育は十分なものとは言えなかった。これらの
結果は、実践的、政治的、学問的意義に関して議論した。

研究成果の概要（英文）：The present study examined (a) disaster survival manuals in kindergartens, 
nursery schools, and certified children centers, (b) teaching and care for disaster countermeasures in 
them, and (c) educational contents for disaster in teacher training of kindergartens and nursery schools. 
The results revealed the following: (1) Manuals for earthquakes were better prepared than those for other 
disasters. (2) As the manuals were not very perfect, information gathering was necessary. (3) Some 
institutions had their own distinct curriculum for disaster countermeasures. (4) Teacher training was 
inadequate. These results were discussed in terms of their practical, political, and academic 
implications.

研究分野： 幼児教育

キーワード： 防災教育　幼稚園保育所認定こども園　危機管理　災害対策　災害マニュアル　避難訓練　幼稚園教員
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１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災などの教訓を得て、幼稚園・
保育所・認定こども園では、災害の拡大を防
ぐため施設・設備面での取り組みが行われつ
つある。災害時には、乳幼児の場合は教師や
保育者の指示に従い行動することになる。適
切な対応をするためには、その場にいる者の
判断が重要となる。このような点から、災害
時における人的システムが重要と考えた。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、幼稚園・保育所・認定こども
園における災害に関するマニュアル、防災教
育内容、人材養成の観点から、適切な人的シ
ステムのあり方について次の点から検討す
る。 
(1) 幼稚園・保育所・認定こども園の地震、
豪雨、洪水、暴風、津波等の災害対策の現状
について調査し、人的システムの実態を明ら
かにすることが目的であった。災害を知る手
段、保護者への連絡手段、災害マニュアルの
内容等について現状を明らかにする。 
 
(2) 幼稚園・保育所・認定こども園が、地震、
豪雨、洪水、暴風、津波、積雪、噴火の各災
害に備えて、職員に対して実施している研修
や子どもに対して実施している防災教育の
内容を把握し、よりよい研修や教育の内容に
ついて検討する。 
 
(3) 幼稚園教員養成・保育士養成校の災害に
関連する教授内容についての現状を明らか
にする。 
 
３．研究の方法 
 幼稚園・保育所・認定こども園及び保育士
養成校に対してアンケート調査実施した。 
 幼稚園・保育所・認定こども園に対する調
査は、全国の 1/20 箇所を対象とした。 
 保育士養成校については、幼稚園教諭養成
課程、保育士養成課程の免許資格の取得可能
な大学・短期大学の397校に調査を依頼した。 
 
４．研究成果 
(1) 地震、豪雨、洪水、暴風、津波等の各災
害に備えて、気象庁の震度データベースや国
土交通省のハザードマップを見たことのあ
る園の割合は、表１のとおりであった。幼稚
園が高い傾向があった。災害対策として、文
部科学省の地域子ども教室推進事業安全管
理マニュアルと学校防災マニュアル作成の
手引き、各地方自治体等の防災マニュアル作
成の手引きを見たことがある園の割合を調
べたところ、保育所は幼稚園や認定こども園
と比べて、文部科学省の災害対策のサイトを
見た者の割合が少なかった。 
 各災害のマニュアルの有無について調査
した。洪水、津波については地理的特性によ
り心配がある園のみに回答してもらった。そ
の結果が表３である。災害別にみると、地震

については、マニュアルが整備されているが、
それ以外は約 30％前後と整備されていない
ことが明らかになった。園種別でみると津波
を除いて保育所がマニュアルを整備してい
る割合が高かった。 
 
表１ 災害のサイトを見たことがある割合（％） 

災害等 サイト 幼 保 認定等 

地震 
震度データベー
ス（気象庁） 

52.2 45.9 39.1 

津波 
津波ハザードマ
ップ(国土交通省) 

41.9 37.7 23.9 

豪雨（土砂
崩れを含む） 

土砂災害ハザード
マップ(国土交通省) 33.9 27.3 18.6 

洪水 
洪水ハザードマ
ップ(国土交通省) 

32.3 30.5 24.4 

急な大雨
雷・竜巻 

防災啓発ビデオ
（気象庁） 23.5 19.9 33.3 

総務省 
消防庁 

e-カレッジ 防
災・危機管理 

23.8 19.7 24.4 

 
表２ マニュアルを見た経験（％） 
災害等 サイト 幼 保 認定等 

文部科

学省 

地域子ども教室推

進事業 安全管理マ

ニュアル 

62.0 26.4 46.7 

文部科

学省 
学校防災マニュア

ル作成の手引き 
85.6 24.8 70.5 

地方自

治体等 

防災マニュアル作

成の手引き等 
63.4 63.1 65.9 

 
表３ 災害に対するマニュアルの有無（％） 

 
 地震に対する災害マニュアルの対応状況
について調べたところ、登園、園外活動（散
歩）、午睡など保育の場面に対応したマニュ
アルになっている割合は保育所が多く、幼稚
園では少ない傾向があった。これに対して、
地震発生から保護者への引き渡しまでを見
通したマニュアルになっている割合は、幼稚
園が多く、保育所が少なかった。また、この
災害マニュアルに含まれる内容について調
べたところ、備蓄物資、非常持出品、避難場
所・防災マップ、避難経路図、園長不在時の
園の体制、自治体等の担当者との連携・協力
体制に関する記述は、保育所が多く、幼稚園
が少なかった。 
 サイトの閲覧経験とマニュアルの有無、対
応状況、含まれる内容の関係を調べたところ、
気象庁の震度データベースと各地方自治体
等の防災マニュアル作成の手引きなどのサ
イトを見たことがある者の園は、見たことが
ない者の園よりも、マニュアルがあり、その

  幼 保 認定等 

地震 77.3 82.5 78.3 

豪雨 26.3 32.9 29.6 

洪水 29.6 36.1 28.6 

暴風 29.1 38.1 37.2 

津波 36.6 32.5 20.0 



対応状況や含まれる内容の点で、望ましい状
態にあった。文部科学省の安全管理マニュア
ルのイトを見たことがある者の園は、見たこ
とがない者の園よりも、その対応状況や含ま
れる内容の点で、望ましい状態にあった。こ
れらのサイトの閲覧を促すことがマニュア
ルを充実させることにつながると言える。 
 
(2) 自然災害に対して求められる７つの職
員研修の内容を提示し、それぞれに対して研
修や話し合いを昨年度に何回実施したかを
尋ねた。その結果、いずれもしていないとい
う回答は 7.6％とそれほど多くはなかった。
実施回数の平均を示したものが表４である。
最も多かったのは「避難場所への誘導方法」
で、平均 3.2 回であった。 
 災害ごとに防災教育をしているかどうか、
している場合は昨年度の回数を尋ねた。その
結果、地震は 96.7％の園が「実施している」
と回答した。平均は 3.7 回であった。他の災
害で、防災教育を実施している園の割合はい
ずれも 50％以下であった。防災教育の内容に
ついて尋ねたところ、最も多かったのは「保
育者によるお話」であり、次いで「絵本・紙
芝居等」であった。 
 
表４ 災害に対する年間の研修の回数 

 
平均 

(1)自然災害の理解 1.1 

(2)過去にその地域で起こった災害の内容や規模 0.4 

(3)警報や注意報、避難情報等の意味 0.8 

(4)保護者に対する連絡方法 1.1 

(5)避難場所への誘導方法 3.2 

(6)避難場所における子どもに対する関わり方 2.0 

(7)避難場所での子どもの引き渡しの方法 0.9 

 
 要領・指針に関連づけた防災教育として、
保育現場で行われている内容を分析した。そ
の結果、「健康」の領域の「（10）危険な場所，
危険な遊び方，災害時などの行動の仕方が分
かり，安全に気を付けて行動する。」は、
72.7％の者が関連づけていると答えた。この
他にも「言葉」の領域の「（4）人の話を注意
して聞き，相手に分かるように話す。」では
56.1％の者が関連づけていると答えた。また
「人間関係」の領域の「（2）自分で考え，自
分で行動する。」「（3）自分でできることは自
分でする。」「（11）友達と楽しく生活する中
できまりの大切さに気付き，守ろうとする。」
と、「言葉」の領域の「（1）先生や友達の言
葉や話に興味や関心をもち，親しみをもって
聞いたり，話したりする。」についても 40％
以上の者が関連づけていると答えた。これら
の結果から、防災教育は保育者が意識すれば
大きく進むことが明らかになった。 
 
(3) 保育士養成校においては、教科目やその

教授内容が保育士養成課程指定基準に示さ
れている。その教科目のうち、保育内容演習
（健康）」や「子どもの保健Ⅱ」の授業では、
科目の性質上、災害や防災に関する内容を含
んでいる。この２科目について現状を明らか
にするとともに、それ以外に行われている災
害・防災教育の内容について調査した。 
 「保育内容演習（健康）」の授業の中では、
78.8％の学校が災害や防災に関する内容を
取り扱っていることが示された。授業の内容
としては、「避難訓練のあり方」や「避難訓
練以外の場での安全教育」に関する内容が多
く、５～６割の学校で取り扱っていた（表５
参照）。この科目の授業担当者は、専任（常
勤）教員としての勤務が多く、およそ８割の
学校で専任（常勤）教員が科目担当をしてい
た。保育士や幼稚園教諭免許の保有者も２～
３割みられ、保育現場経験のあるものもおよ
そ４割みられた。 
 「子どもの保健Ⅱ」の授業の中では、70.5％
の学校が災害や防災に関する内容を取り扱
っていることが示された。授業の内容として
は、「避難訓練のあり方」や「災害時の子ど
ものケア」に関する内容が多かったが、取り
扱っている学校は３～４割程度であった（表
６参照）。この科目の授業担当者は、兼任（非
常勤）教員としての勤務が多く、過半数（お
よそ６割）の学校で兼任（非常勤）教員が科
目担当をしていた。担当者には看護師資格を
もったものが多く、ついで保健師資格や養護
教諭免許をもったものが多かった。保育現場
の経験のないものが多かった。 
 上記の２科目以外では、「子どもの保健Ⅰ」
において扱っているという学校が最も多か
った。ついで、「保育実践演習」や「保育実
習指導」などの実践的な科目や、「保育者論」
「保育原理」「保育内容総論」などの総論的
な授業で扱っていることが示された。 
 
 
表５ 「保育内容演習（健康）」の授業で取

り扱っている内容（％） 
災害の種類や内容（どのような災害があるかな

ど） 
37.1 

災害・防災に関する情報システム 

（どのような情報が利用できるかなど） 
17.9 

防災のための設備・備品（仕組みや使い方など） 11.4 
幼稚園・保育所等での避難訓練のあり方 61.4 
幼稚園・保育所等での避難訓練以外の場での安全

教育 
55.0 

災害時の子どものケア 26.4 
その他 7.9 

 
表６ 「子ども保健Ⅱ」の授業で取り扱って
いる内容（％） 
災害の種類や内容（どのような災害があるかな

ど） 
34.9 

災害・防災に関する情報システム 

（どのような情報が利用できるかなど） 
15.5 

防災のための設備・備品（仕組みや使い方など） 17.1 



幼稚園・保育所等での避難訓練のあり方 41.1 
幼稚園・保育所等での避難訓練以外の場での安全

教育 
33.3 

災害時の子どものケア 39.5 
その他 15.5 
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